【2016人事院報告・勧告の特徴と賃金確定闘争の展開】
(1) 人事院は８月８日、2016給与改定に関する報告・勧告を行いました。月例給については本年の官民較差0.17％を踏まえ俸給表平均0.2％の引上げ、一時金は民間の支給実績が4.32月で0.12月上回ったことから0.1月の引上げ勧告がされ、月例給・一時金ともに３年連続の引き上げとなりました。
　しかし、給与制度の総合的見直しによる現給保障措置期間中のため、俸給表の引き上げで使われなかった原資（206円）が本府省業務調整手当の引き上げ原資とされ、昨年の勧告同様に機械的に人事院勧告通りの改定をするだけでは各自治体において、官民較差が解消されない事態となります。
(2) さらに、2017年１月１日昇給による現給保障措置の解消原資を活用し、給与制度の総合的見直しによって引き上げられた各種手当のうち唯一未完成である本府省業務調整手当を2017年４月１日から引き上げることも勧告されており、各自治体ではこの原資についてもどう活用するのかが課題となります。
(3) 今年の人事院勧告では扶養手当の見直しが勧告されています。配偶者に係る手当額を現行13,000円から6,500円、子に係る手当額を現行6,500円から10,000円に変更することが主な内容で2017年４月からの段階的な見直しとなっています。しかし、民間における家族手当の支給実態とはかけ離れた内容であり、政府の政策実現のための材料として人勧制度・公務員賃金を利用するもので、断じて認められるものではありません。民間支給実態との均衡を崩すことや、育児・介護など職員とその家族の生活実態や地域の雇用情勢なども踏まえた対応を強く訴え、各自治体独自の判断を求めることが必要です。
(4) また、2014・2015賃金確定闘争期には臨時・非常勤等職員の処遇改善が大きく前進しています。2016賃金確定闘争期も給料表の引き上げ、最低賃金の引き上げという同様の条件下でのたたかいとなります。社会的な賃上げの流れを全ての労働者へ波及させるため、確実な賃上げの確保と、正規職員同様に2016年４月遡及改定を求めていく必要があります。
(5) 2016人事院勧告では給与改定に関する勧告とあわせて仕事と家庭の両立支援に関わる意見の申出・勧告・報告も行われています。内容としては民間法制の改正に準じたものとなっており、十分な内容とは言えませんが、最低限、民間法制に即した改正を各自治体においても行うよう、求めていく必要があります。
(6) また、地公法改正により2016年４月から各地方公共団体で人事評価制度が導入されています。多くの単組が、法施行の2016年４月からの導入となっているため、評価結果の活用については継続協議となっていますが、総務省が示したスケジュールでは2016年12月勤勉手当への反映が第一段階となっていることから、今賃金確定期での交渉課題となることが想定されます。この間、自治労が提起している四原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性）二要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）、とりわけ納得性の確保にむけては十分な制度理解と制度の習熟性が求められることから、拙速な評価結果の活用はさせない対応が必要です。
(7) 本「手引書」は、2016賃金確定闘争を進めるにあたっての「統一要求書」の解説と交渉上の留意点を明らかにしたものです。本「手引書」に基づく学習会を開催するなど、対自治体当局交渉の前進にむけて活用して下さい。
(8) 自律的労使関係制度の措置については2014年の国家公務員法改正の過程で「職員団体と意見交換を行いつつ合意形成に努める」旨が盛り込まれた附帯決議が採決されたことや、審議過程で担当大臣から「政府全体として検討する責務があると考えている」旨の答弁、地方公務員については総務大臣が「国家公務員についての動向を踏まえながら対応する必要がある」と答弁していることから、引き続き総務省・内閣人事局対策を進める必要があります。

自律的労使関係制度の措置を展望するなかで、交渉合意事項は全て書面で残すことが極めて重要な作業となります。「自律的労使関係制度の措置に向けた闘争サイクルの確立と書面協定について」を参考にしながら、全単組で準備を進めることとしていますので、しっかりと全単組で取り組みましょう。
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